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一 連結納税制度における各個別制度の取扱い（２）

１ 受取配当の益金不算入

○ 連結納税制度は連結グループを一体として課税するものであり、連結グループ内で課税済

利益から支払われた金銭について、再度、これを益金とすることは適当でないことから、連

結グループ内の子会社からの受取配当については、負債利子の控除を行わず、その全額を益

金不算入とすべきではないか。

○ 連結グループ内の法人の有する連結グループ外の法人の株式が特定株式に該当するか否か

は、連結グループ単位で判定することが適当ではないか。

○ 連結納税制度が連結グループの一体経営に着目して創設されるものであることを考慮すれ

ば、連結グループ外の法人からの配当に対する負債利子の控除額は、連結グループ全体で計

算することが考えられるのではないか。



（参考）単体課税における受取配当の益金不算入制度（法法２３）

（１） 受取配当の益金不算入額

① 特定株式に係るもの

特定株式に係る受取配当 － 負債利子

② 特定株式以外に係るもの

特定株式以外の株式
－ 負債利子 ×８０％

に係る受取配当

※ 特定株式とは他の法人の発行済株式総数の

２５％以上を、その配当の支払義務確定日以前

６カ月以上引き続き有しているもの。

（２） 負債利子の額の計算

原則法・・・ 負債利子の総額から特定利子を除

いたものを、総資産に占める株式の

割合で按分して計算する方法

簡便法・・・ 基準年度（平１０．４．１から平１２．３．３１

までに開始した事業年度）の負債利

子控除割合により計算する方法
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２ 減価償却

○ 減価償却費については、各単体法人が事業の用に供した減価償却資産について、確定した

決算において損金経理により償却費として計上を行うことが前提となっていること等を考慮

すれば、連結グループ内の各単体法人の個別計算によるのが適当ではないか。

○ 連結グループ内で譲渡等が行われた減価償却資産は、時価により取引されたものとして、

譲渡等を行った法人においてその譲渡等により生じた利益・損失を繰り延べ、譲り受けた法

人において時価による取得価額を基礎として減価償却費の計算を行うこととすることが適当

ではないか。

○ 連結グループ内で譲渡等が行われた減価償却資産について繰り延べられた利益・損失につ

いては、その減価償却資産が償却されるときにはその償却費に応じた額を、その減価償却資

産の除却や連結グループ外への譲渡等が行われるときには繰り延べられた利益・損失の残額

を実現した利益・損失として計上することが適当ではないか。

なお、上記の償却費に応じた額は、納税者の事務負担も考慮し、譲り受けた法人の償却方

法等に応じた簡便な方法により計算できるようにすることが適当ではないか。
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（参考）単体課税における減価償却制度（法法３１）

（１） 減価償却制度

減価償却費として損金経理した金額のうち、

法人が選定した償却方法により、法定耐用年数

に応じて計算した償却限度額に達するまでの金

額は、損金の額に算入する。

① 有形固定資産（建物を除く）‥‥定額法

又は定率法（鉱業用は生産高比例法も選択可）

② 建物、無形固定資産（鉱業権及び営業権を

除く）及び生物‥‥定額法

③ 鉱業権‥‥定額法又は生産高比例法

④ 営業権‥‥５年間均等償却

（２） 少額減価償却資産の即時損金算入制度

減価償却資産で、取得価額が１０万円未満であ

るもの又は使用可能期間が一年未満のものは、

その全額を損金算入することができる。

（３） 一括償却資産の損金算入制度

減価償却資産で、取得価額が２０万円未満であ

るものは、３年間均等償却することができる。

［減価償却資産の未償却残額（定率法の場合）］

１年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年 ７年 ８年 ９年 １０年

更新２００１年０７月１８日２３時５０分



３ 圧縮記帳 －交換により取得した資産の圧縮記帳、特定資産の買換え特例－

○ 交換により取得した資産の圧縮記帳や特定資産の買換え特例については、確定した決算に

おいて損金経理によりその圧縮損の計上を行うことが前提となっていること等を考慮すれば、

連結グループ内の各単体法人ごとに適用することが適当ではないか。

○ 連結グループ内で資産の譲渡等が行われた場合には、基本的には、内部取引としてその利

益・損失を繰り延べることとなる。連結グループ内の資産取引について圧縮記帳を行うこと

とする場合には、先行してその利益の繰延べを行い、その後その資産の連結グループ外への

譲渡等が行われて利益が計上されるときに圧縮記帳を行うとの考え方もあるが、圧縮記帳を

行うための管理を長期にわたって継続しなければならないこと等の問題があることから、納

税者の事務負担にも配慮し、まず圧縮記帳を行うこととすることが適当ではないか。





４ 外国税額控除

○ 連結グループの一体経営に着目して創設される連結納税制度においては、外国税額の控除

限度額について、連結ベースの法人税額、所得金額及び国外所得金額を基礎として計算を行

うことが考えられるのではないか。

○ 連結納税制度が適用されなくなることがあり得ることや子会社が連結グループから離脱し

て単体課税に移行することがあり得ること等を考慮すれば、連結ベースで控除限度額の計算

を行う場合には、連結グループ内の各単体法人に控除限度額を配分する必要があるのではな

いか。

○ 間接外国税額控除制度の対象となる外国子会社又は外国孫会社に該当するか否かは、連結

グループ単位で判定することが考えられるのではないか。

○ 国税と地方税における控除の仕組みについて、十分に技術的な調整を行う必要があるので

はないか。





二 その他の検討事項

１ 連結グループへの加入・連結グループからの離脱に伴う取扱い

○ 連結グループへの加入や連結グループからの離脱が生じた場合には、基本的には、加入法人

の単体課税の期間や離脱子会社の連結納税の期間に生じた資産の時価評価を行う等によりそれ

ぞれの期間の課税関係を清算させた後に、連結納税や単体課税に移行するのが適当であると考

えられる。

しかしながら、連結グループへの加入や連結グループからの離脱が生じた場合であっても、

加入法人や離脱子会社自体は従前どおり存続することから、課税上、弊害がないものについて

は、従前の課税関係を継続させることとしても良いのではないか。

○ 連結グループに加入する法人については、原則として、その加入前後にみなし事業年度を設

けることとし、加入前の期間について単体課税による申告・納付を行い、加入後の期間につい

て連結納税による申告・納付を行うこととするのが適当ではないか。

また、連結グループから離脱する子会社についても、原則として、その離脱前後にみなし事

業年度を設けることとし、離脱前の期間について連結納税による申告・納付を行い、離脱後の

期間について単体課税による申告・納付を行うこととするのが適当ではないか。



○ 親会社の決算日、加入法人の決算日及び加入日が近接している場合には、納税者の事務負担

を考慮し、特例として、みなし事業年度を設けないこととし、加入法人のその決算日以前の事

業年度とその決算日後の事業年度についてそれぞれ単体課税による申告・納付と連結納税によ

る申告・納付を行うことを認めることとしてはどうか。

また、離脱についても、同様に、親会社の決算日、離脱子会社の決算日及び離脱日が近接し

ている場合には、特例として、みなし事業年度を設けないこととし、離脱子会社のその決算日

以前の事業年度とその決算日後の事業年度についてそれぞれ連結納税による申告・納付と単体

課税による申告・納付を行うことを認めることとしてはどうか。



２ 租税回避行為の防止

○ 連結グループに加入する法人の加入前に生じた繰越欠損金を利用する等の租税回避行為を防

止するため、万全の措置を講ずる必要があるのではないか。

○ 連結グループに加入する法人の加入前に生じた資産の含み損を利用して連結所得金額の軽減

を図ったり、連結グループに加入する法人の加入前に生じた資産の含み益を利用して連結繰越

欠損金額等の控除を図ることを防止するための措置を講ずる必要があるのではないか。

○ 連結納税制度に関しては、多様な租税回避行為が想定されることから、包括的な租税回避行

為を防止するための規定を創設する方向で検討を進める必要があるのではないか。



３ 税収減への対応

○ 厳しい財政状況の下、連結納税制度の導入に伴う税収減に対し、適切な対応を図る必要があ

るのではないか。

○ 税収減への対応の観点からも、連結納税制度の導入に当たっては、既存の租税特別措置等に

ついて聖域なき見直しを行うことが前提となるのではないか。

○ 連結納税制度の導入に伴う税収減への対応としてアメリカにおいては連結付加税が導入され

たが、我が国においてはどのように対応するのか検討する必要があるのではないか。







今後の経済財政運営及び経済社会 

の構造改革に関する基本方針 

（抜 粋） 

 

 

（Ｐ１２） 

第１章 構造改革と経済の活性化 

３ 経済の再生 

（７）税制改革（抜粋） 

 

   租税特別措置について聖域なく徹底した見直しを行い、効率的な企業経営を促進するための制度

整備の一環として連結納税制度の導入に向けた検討を進める。 

 








